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 2022年度の決算概要です。売上⾼は3,691億円、営業利益は24億円、経常損失３
億円、当期純損失 28億円となりました。

 売上⾼と営業利益は、前回予想より若⼲、弱含みとなりましたが、概ね予想の範囲内で
の着地となりました。

 ２２年度の配当⾦も、前回予想通りの２０円予定です。
 前年⽐で売上⾼は１７０億円の増収。営業利益は３５億円減益となりましたが、
引当⾦を加味すると実質ベースでほぼ前年並みの実績です。

経常損失が３億円となりましたが、これは前回予想で特別損失に計上予定した費⽤
９億円を、営業外費⽤に組替えたことによるものです。尚、前年⽐でマイナスが⼤き
くなっているのは、外貨建資産の評価替により、営業外費⽤が35億円悪化した為で
す。

特別損失は、構造改⾰費⽤の減少と営業外費⽤への組替もあり⼤幅に減少。結果
、当期純損失は28億円となりました。

 為替レートは、ＵＳＤ135.5円、 ＥＵＲは141円です。
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 セグメント毎の売上⾼と営業利益です。
 ソリューションシステムは、前期積み残し案件の取り込みや航空計器事業による嵩上げも
あり、168億円の増収。⼀⽅で営業利益は調達コストUPや為替影響、ソフト開発費増
が響き、10億円の減益となりました。

 コンポーネント＆プラットフォームは、⾃動機の減収分をFA/半導体製造装置向け事業の
増収と為替影響により、前年並みの売上⾼。営業利益は36億円悪化し、△１億円とな
りました。
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 チャート左は、物量変動・機種構成差です。前年からの案件の取り込みがあった⼀⽅で、
DX案件等戦略案件の伸び悩みやソリューションシステムのソフト開発案件のコスト増もあ
り、増益幅は62億円に留まりました。

 その右、サプライチェーン影響は△183億円、内訳は売上繰延べで82億円、部材コスト
UPで99億円が主な要因です。この影響額を価格適正化対策で75億円打返しました。

 固定費は、主にコンポーネント＆プラットフォームにおける構造改⾰効果と経費抑制により
、60億円減少。
その他、為替影響と前年の⼀過性収益の反動減はチャートに⽰した通りです。

 尚、最優先課題としたサプライチェーン対策の効果は、22年度には、価格適正化等の⼀
部にとどまりましたが、23年度は、これまでの設計変更やサプライヤー対策により、幅広く効
果を実現できる⾒通しです。
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 ソリューションシステムの事業概況です。
 売上⾼は、前年⽐で全ての事業で増収し、復調の⾜取りはしっかりしてきております。⼀
⽅で営業利益は前年⽐10億円の減益となりました。

 なお、DX領域の売上⾼は404億円、前年⽐では81億円増も計画⽐未達。POCなど実
証実験は進むものの、ビジネス拡⼤まで未だ時間を要する状況です。
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 コンポーネント＆プラットフォームの事業概況です。
 モノづくりプラットフォーム事業の売上⾼は、FA/半導体製造装置向け事業が引き続き好
調なことから前年⽐88億円の増収となりました。

 ⼀⽅コンポーネント事業の売上⾼は、情報機器事業での為替によるプラス影響があったも
のの、⾃動機事業の半導体不⾜による⽣産減の影響が⼤きく、全体では減収となりまし
た。

 営業利益⾯では、⾃動機事業の⽣産減の影響を①モノづくりプラットフォームにおける増
収の効果②価格適正化③海外⼦会社の構造改⾰の効果の刈取りで打ち返し、実質ベ
ースでは何とかほぼ前年並みの⽔準に留めることができました。
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 棚卸については期⾸から約180億円増加し、その結果借⼊残⾼も約300億円増加して
おります。

 但し、期末の状況は、前回ご説明申し上げたとおり、棚卸資産は第３四半期末をピーク
に第４四半期では93億円減少。⼀⽅で、売上債権は、ソリューションシステム事業の年
度末売上増に伴い、第3四半期末から138億円増加。

 総資産は前期末から212億円増加の3,904億円。
 ⾃⼰資本は83億円減少の991億円となりました。
 結果、⾃⼰資本⽐率は25.4％、ＤＥレシオは1.2倍となっております。



 フリーキャッシュフローは207億円のマイナスとなりました。サプライチェーン影響対策としての
部材確保および部材不⾜による出荷遅れによる棚卸増が重なり、運転資本増となりまし
た。

 現⾦同等物は375億円と必要な⼿元資⾦は確保しております。
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 2023年度の業績予想です。
 今年度は昨年度実施したサプライチェーン対策の効果が現れ、⽣産量が回復する⾒込み
です。それにより、前年度積み残し案件や今期の⼤型案件需要を取り込み、売上、利益
とも改善させる計画です。

 なお、本年4⽉に実施した組織変更とあわせて、2023年度から開⽰セグメントを変更して
おります。詳細については中期経営計画の中でご説明させていただきます。

 年間配当の計画は、2022年度から10円増額の１株当たり30円といたします。
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 2023年度の営業利益の変動要因です。
 先ほどご説明した計画を⽰したチャートがこちらになります。
 これまでも進めてきた通り、成⻑に向けた不可⽋な投資は優先して進めて参ります。
 加えて、今年度からは処遇⾒直・⼈材育成等を「成⻑のための⼈的資本投資」と位置づ
け、前年⽐約40億円の増加を計画に織り込みました。

 以上、決算概要の説明をさせていただきました。
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